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資料１ 調査団員氏名、所属 
 
 
第一次現地調査（期間：平成 17 年 2 月 28 日―平成 17 年 3 月 29 日）  

 

 

   

第二次現地調査（期間：平成 17 年 9 月 3 日―平成 17 年 9 月 15 日） 

 

   

 

第三次現地調査（期間：平成 17 年 11 月 19 日―平成 17 年 11 月 30 日） 

担当 氏名 所属 
総括 清水 勉 国際協力機構無償資金協力部業務第三グループ 
業務主任／港湾管理計画／環境
社会配慮 

三枝 富士男 (株) 国際開発システム 

港湾施設／自然条件調査 山口 壽幸 (株) 日本港湾コンサルタント 

施工・調達計画／積算 鹿島 孝和 (株) 国際開発システム 

担当 氏名 所属 
総括 上条 哲也 JICA 東ティモール主席駐在員 
業務主任／港湾管理計画／環境
社会配慮 

三枝 富士男 (株) 国際開発システム 

港湾施設／自然条件調査 山口 壽幸 (株) 日本港湾コンサルタント 

担当 氏名 所属 
総括 上条 哲也 JICA 東ティモール主席駐在員 
業務主任／港湾管理計画／環境
社会配慮 

三枝 富士男 (株) 国際開発システム 

港湾施設／自然条件調査 山口 壽幸 (株) 日本港湾コンサルタント 
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資料２ 調査行程 
 

第1次現地踏査

団長 業務主任/環境配慮 港湾施設設計・自然条件調査 施工・調達計画/積算

1 2月28日 月 成田→デンパサール 成田→デンパサール

2 3月1日 火
デンパサール→ディリ
JICA打合せ
港湾当局と打合せ

デンパサール→ディリ
JICA打合せ
港湾当局と打合せ

3 3月2日 水 MTCPW及びMPF表敬訪問 MTCPW及びMPF表敬訪問

4 3月3日 木 ADB表敬訪問 市場調査

5 3月4日 金 海運局打合せ 現地建設業者と面談

6 3月5日 土 海運局打合せ 成田→デンパサール
ティモールセメント会社訪
問

7 3月6日 日 資料整理 デンパサール→ディリ 資料整理

8 3月7日 月 現地調査 JICA訪問、現場確認 岸壁調査、潜水業者と面談

9 3月8日 火 現地調査
現場調査、地質・潜水業者
と打合せ

採石場調査

10 3月9日 水 現地調査 潜水調査、地質調査打合 海水採取調査立会い

11 3月10日 木 環境省打合せ
潜水調査、地質調査、弾性
波調査打合

弾性波調査打合せ

12 3月11日 金 MTCPW水質研究所
地質調査、弾性波調査、上
部工損傷調査

現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄとの面談

13 3月12日 土 現地踏査ﾃｨﾊﾞｰﾙ
地質調査、弾性波調査、上
部工損傷調査

現地/第3国建設業者面談

14 3月13日 日 資料整理
地質調査、荷役状況/機械調
査、

資料整理

15 3月14日 月 資料収集(海運局)
地質調査、荷役状況/機械調
査、上部工損傷調査

現地建設業者に調査票配布

16 3月15日 火 APORTIL打合せ
地質調査、、上部工損傷調
査

建設資材調達状況調査

17 3月16日 水 資料収集(財務省)
地質調査、、上部工損傷調
査

邦人ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄと面談

18 3月17日 木 資料収集(環境省)
地質調査、、上部工損傷調
査(ｼｭﾐｯﾄﾊﾝﾏｰ)

現地建設業者と面談

19 3月18日 金 資料収集(JICA) ディリ →デンパサール → 現地建設業者と面談

20 3月19日 土
デンパサール→ディ
リ、団内打合せ

団内打合せ 成田着
現地建設業者と面談、団内
打合せ

21 3月20日 日
ヘラ港、チバール港/
廃棄物処理場調査、団
内打合

ヘラ港、チバール港/廃
棄物処理場調査、団内打
合

ヘラ港、チバール港/廃棄
物処理場調査、団内打合

22 3月21日 月
JICA打合せ、MTCPW打
合せ、 団内打合せ

JICA中間報告
JICA打合せ、現地建設業者
/ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄと面談

23 3月22日 火
大 使 館 表 敬 訪 問 、
UNMISETで地図収集、
団内打合せ

大 使 館 表 敬 訪 問 、
UNMISETで地図収集、団
内打合せ

大使館表敬訪問、UNMISET
で地図収集、建設業者面
談、団内打合せ

24 3月23日 水
MTCPW 打合せ、岸壁下
部調査

MTCPW 打合せ、岸壁下部
調査

市場調査、岸壁下部調査、
現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ面談、
団内打合せ

25 3月24日 木
ミニッツ署名
JICA事務所報告

資料収集(Stevedores)
現地建設業者調査票回収、
現地コンサルタントとの面

26 3月25日 金
ディリ→デンパサール
→

APORTIL打合せ
東ティモール祝日、現地建
設業者との打ち合せ

27 3月26日 土 成田着 APORTIL打合せ
岸壁調査、現地建設業者と
の面談、地質調査業者との
打ち合せ、

28 3月27日 日 資料整理
現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄとの面談/資料
整理

30 3月29日 火 成田着 成田着

日
順

日付
曜
日

29 3月28日 月

JICA打ち合せ、地質調査業
者及び港湾局との打ち合
せ、　ディリ→デンパサー
ル→

ディリ→デンパサール→

調査内容
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2次現地踏査

団長 業務主任/環境配慮 港湾施設設計・自然条件調査

1 9月3日 土 成田→デンパサール 同左

2 9月4日 日 デンパサール→ディリ 同左

3 9月5日 月 打合せ
JICA打合せ、MTC基本設
計概要説明及び環境管理
計画説明

同左

4 9月6日 火
MDE環境管理計画(Draft)
提出

同左

5 9月7日 水 打合せ
海運局打合せ、廃棄物処
理場調査、JICA打合せ

同左

6 9月8日 木 海運局打合せ ディリ→デンパサール

7 9月9日 金 ニミッツ署名 現地調査 成田着

8 9月10日 土 海運局打合せ

9 9月11日 日 ヘラ漁港視察

10 9月12日 月
JICA報告、大使館報告、
チバール港視察

11 9月13日 火 ディリ→デンパサール

12 9月14日 水 成田着

3次現地踏査

団長 業務主任/環境配慮 港湾施設設計・自然条件調査

1 11月19日 土 成田→デンパサール 同左

2 11月20日 日 デンパサール→ディリ 同左

3 11月21日 月 打合せ
JICA打合せ、MTC及び港
湾局、基本設計調査報告
説明

同左

4 11月22日 火
MDE環境管理計画説明、
協議

同左

5 11月23日 水 打合せ
海運局長 環境順法宣言
文書提出、ニミッツ協
議、JICA打合せ

同左

6 11月24日 木

計画財務省 ニミッツ協
議、MDE環境管理計画承
認文書受領、MTC 基本設
計調査説明、MTC及び
JICA 二ミッツ署名

ディリ→デンパサール

7 11月25日 金 ニミッツ署名
計画財務省 ニミッツ署
名、港湾管理者 打合
せ、現地補足調査

成田着

8 11月26日 土 海運局打合せ

9 11月27日 日 廃棄物処理場調査

10 11月28日 月 JICA報告、大使館報告

11 11月29日 火 ディリ→デンパサール

12 11月30日 水 成田着

日
順

日付
曜
日

調査内容

日
順

日付
曜
日

調査内容
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資料３ 関係者（面会者）リスト 
 
東ティモール関係者 

Name Title/Position        Organization / Authority 
Ir. Ovidio De J. Amaral Minister Ministry of Transportation Communication and 

Public Works 
Ms. Aicha Bassargwan Vice Minister Ministry of Planning and Finance 
Mr. Fernando Cruz Director General Ministry of Transportation Communication and 

Public Works 
Mr. Constantino F. Soares Director Port of Dili Ditto 
Mr. Jose Montenio Secretary Minister  Ditto 
Mr. Holder Silva Director of Technical 

Division  
APORTIL 

Mr. Jose Abilio Chief PMU Ministry of Planning and Finance 
Mr. Vasco Godinho Office Cooredination Ditto 
Mr. Vasco A.L. Leitao Advisor of EIA & 

Pollution Control 
Ministry of Planning and Environment 

Mr. Mario Ximenes Acting Director Ditto 
Mr. Antoniolelo EIA - Coordinator Ditto 
Mr. Joan Frederio Boavida General Manager Kakatua Matebian Pty. Ltd 
Mr. Lucas P. Assis Belo Director Ditto 
Mr. Francisco Soares Finance Ditto 
Ir. Florentino Sonbay Site Engineering Ditto 
Mr. Vicente Representative of Karabera 

Port 
Timor Cement Ltd 

Mr. Sugeng Sugiarto Civil Engineer Luz Clarita, Co. 
Mr. Ho. Foe Goan President Carya Timor Leste Pty. 
Mr. Jimmy Yaonatha Director Ditto 
Mr. Ano Gusmao President Lariguto Corporation 
Mr. Zito Dos S.F. Administrative ENSUL 
Mr. Wong Pak Tee Project Manager Carya Timor Leste Pty. 
Mr. Saluador Delloto Engineer W.D. Lorong Matan Holdings 
Mr. U. Hua Myint Ditto Ditto 
Mr. Jose Medina  Project Manager Larigutu Corporation 
Ir. Edencio Soares Director Horizonte Consultant Pty 
Mr. Takashi Watanabe Advisor  National Directorate for Planning and External 

Assistance Coordination 
Mr. Charles Andrews Resident Representative Asian Development Bank 
Mr. Natalino Carvalho Director of Operation 

Division 
APORTIL 

Mr. Alli Bin Hosman Chief, Cargo 
Operation Section 

APORTIL  

Mr. Jonas Alves Chief, Accounting  
Section 

APORTIL 

Mr. James W. Law Chairman of Board Dili International Consulting Pty Ltd 
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在東ティモール日本国大使館 
旭 英昭氏 特命全権大使 在東ティモール日本国大使館 
小泉 崇氏 参事官 在東ティモール日本国大使館 
野澤 佳奈子氏  二等書記官 在東ティモール日本国大使館 

 
 
JICA 東ティモール事務所 

田中 俊昭氏 JICA 主席駐在員 JICA 東ティモール駐在員事務所 
富原 崇之氏 JICA 企画調査員 同上 
折笠 幹夫氏 JICA 専門家 MTCPW インフラ政策アドバイザー 
Mr. Jose Perreila JICA 職員 JICA 東ティモール駐在員事務所 
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資料４ 当該国の社会経済状況 
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資料５ 討議議事録 
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資料６ 事前評価表 
 

事業事前計画表（基本設計時） 
   

1.   案件名 

    東ティモール民主共和国ディリ港改修計画基本設計調査 

2.   要請の背景 

    

 東ティモール民主共和国（以下、「ティ」国）は、インドネシアのジャワ島やバリ島の東に位置する小スンダ

列島の東端にあるティモール島の東半分を占めており、面積約14,000k㎡, 人口約93万人(2004年) である。1999 

年 8 月のインドネシア政府による拡大自治提案の可否を問う直接投票後、騒乱・破壊行為により国内情勢が悪化

し、また、その前後の維持･管理者の不在によって、家屋・インフラの大部分が破壊された。その後、国連東ティ

モール暫定行政機構（UNTAET）の暫定統治の下、独立に向けた国造りが行われ、社会経済は大幅に改善されたが、

2002 年 5 月の独立以降、国連スタッフの大幅な減少などから、再び経済状況が悪化した。 

    

   

 独立以降の「ティ」国政府は、貧困層が国民の 41％に上る貧困問題に対し、経済発展による貧困の撲滅を目標

として、「国家開発計画」及び「中期支出計画」に基づき人材育成(教育)、保健、農業生産性向上、行政の効率

化、インフラ整備等に重点をおいた施策を実施している。我が国は上記計画に対して、①復興開発支援(インフラ

復旧・開発、農林水産業開発、人材育成、NGO 等に対する支援、憲法制定会議支援)、②人道支援(財政支援、物

的支援、人的支援)、③難民支援、④多国籍軍支援、⑤国連 PKO 支援など多方面から「ティ」国への支援を行って

きている。 

     

   

 ディリ港は、「ティ」国の首都に位置し、生活物資の85%を輸入に依存している同国にとって、唯一の国際港

湾である。近年、同港では、建設時の施工不良、塩害、老朽化等により埠頭の床版の陥没や梁の破損が発生して

おり、国際港湾としての機能が損なわれた状況にある。これらを放置すれば近い将来ディリ港の主たる施設の供

用が不可能となり、「ティ」国の社会経済及び国民生活に重大な影響を及ぼすことが予想される。 

     

   

 このような状況を背景として「ティ」国政府は、ディリ港既存埠頭の改修するために必要な資金援助（無償資

金協力）を我が国政府に対し要請した。 

     

   

 本プロジェクトによって、ディリ港の安全かつ効率的な港湾運営を確保し、物流コストの低減や国内経済の活

性化ならびに物流の促進による「ティ」国の社会経済発展に貢献する。 

     

3   プロジェクト全体計画概要 

  (1) プロジェクト全体計画の目標 

   「ティ」国における唯一の国際港であるディリ港の、安定で円滑な港湾機能（荷役・貨物輸送）が維持される。

   裨益対象の範囲および規模：「ティ」国民 約 93万人 

     

  (2) プロジェクト全体計画の成果 

   ディリ港の既存埠頭（総延長 180m）が改修される。 

     

  (3) プロジェクト全体計画の主要活動 

   ア 中～大型船舶が停泊可能なバースである Block1～4（総延長 180m）を改修する。 

   イ 荷役作業を行うエプロンである Block9（延長90m、幅 8m）を拡張する。 

   ウ アクセス道路（延長 14.4m）を改修する。 

   エ 対象施設改修後の維持管理を行う。 

     

  (4) 日本側及び「ティ」国側の投入(インプット) 

   ア.日本側（＝本案件）：無償資金協力：9.00億円 

   イ.「ティ」国側 

     ・既存施設の撤去 

     ・工事用地の確保 

     ・改修後の維持管理費用の確保 

     

  (5) 実施体制 

    主管官庁・実施機関：運輸通信省海運局（MTC) 
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4   無償資金協力案件の内容 

  (1) サイト 

   ・「ティ」国 ディリ市 ディリ港 

     

  (2) 概要 

   ア 既存埠頭 Block1、2（全長 90m、幅 20m）において、既存上部工を撤去し、杭基礎を打設（24m）し、 

     上部工（90m×20m）を建設する。 

   イ 既存埠頭 Block3、4（全長 90m、幅 14m）において、既存上部工を撤去し、杭基礎を打設（24m）し、 

     上部工（90m×14m）を建設する。 

   ウ 既存埠頭 Block7 において、既存上部工を撤去し、土留壁設置後、アクセス道路(全長14.4m、 

     幅 15m）を建設する。 

   エ 既存埠頭 Block9 において、既存の保税倉庫上屋を撤去し、エプロン（90m×8m）を拡幅する。 

     

  (3) 相手国負担事項 

   ア 既存保税倉庫上屋の撤去 

   イ 工事用仮設ヤードの提供 

   ウ 既存上部工撤去時に発生する廃棄物の処理場提供 

     

  (4) 概算事業費 

   ・概算事業費 9.08 億円 (日本側 9.00 億円、「ティ」国側負担 0.08 億円) 

     

  (5) 工期 

   ・入札期間を含め約 32ヶ月(予定) 

     

  (6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

   ア 現地からの雇用・調達を優先する。 

   イ 改修工事は既存の港湾敷地内で行い、追加の用地確保を最小限に抑える。 

   ウ 貨物輸送交通、港湾活動に対する工事の影響を最小限に抑える。 

   エ 既存上部工撤去時は、汚濁拡散防止膜を敷設することにより水質汚濁を最小限に抑える。 

      

5  外部要因リスク 

    ・ 国内情勢・治安が悪化しない 

     

6  過去の類似案件からの教訓の活用 

    ・ 特になし 

      

7  プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

  (1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

   ・荷役効率（100 トン当たりの荷役時間）が 4.5 時間から 3.6 時間に短縮される。 

     

  (2) その他の成果指標 

   ・特になし。 

     

  (3) 評価のタイミング 

   ・2009年以降（プロジェクト完成後） 
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資料 7 その他資料・情報 
 
(1) ディリ港の荷役時間 
 
荷役効率（荷役作業１００トンあたりの所要時間）を 2005 年現在の 4.5 時間／100トンから 2020 年には 3.6

時間／100 トンに改善されることを数値目標とする。 
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船舶の接岸記録（2005 年 8 月～10 月：ディリ港） 

2005 年 11 月港湾管理者より入手 
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 (2) その他の収集データ 
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